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６
月
中
旬
に
今
年
度
の
介
護
保

険
料
納
入
通
知
書
（
保
険
料
額
決

定
通
知
書
）
を
送
付
し
ま
す
。

　

介
護
保
険
料
は
、
介
護
サ
ー
ビ

ス
に
必
要
な
費
用
を
賄
う
重
要
な

財
源
で
す
。

　

や
む
を
得
な
い
事
情
で
期
限
ま

で
に
納
付
で
き
な
い
場
合
は
、
お

早
め
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

介
護
保
険
料
の
減
免
制

介
護
保
険
料
の
減
免
制  

度
が
あ
り
ま
す

度
が
あ
り
ま
す

介
護
保
険

介
護
保
険
のの

お
知
ら
せ

お
知
ら
せ▼ 

対
象
保
険
料

　

６
月
30
日
㈪
ま
で
に
申
請
し
た

場
合
は
、
今
年
度
の
年
間
保
険
料

額
を
減
免
し
、
７
月
１
日
㈫
以
降

の
申
請
は
申
請
月
か
ら
月
割
り
で

算
定
し
た
額
を
減
免
し
ま
す
。

　

市
で
は
独
自
の
減
免
制
度
を
設

け
て
お
り
、
要
件
を
満
た
す
方
は

申
請
に
よ
り
保
険
料
が
減
免
さ
れ

▼ 

減
免
対
象

　

次
の
①
～
⑤
の
全
て
に
該
当
す

る
方

① 

介
護
保
険
料
の
所
得
段
階
が

第
２
段
階
～
第
13
段
階

② 
世
帯
全
員
の
前
年
の
年
間
収

入
合
計
が
次
の
額
以
下
（
障
害
年

▼ 

申
請
方
法

　

今
年
度
の
介
護
保
険
料
納
入
通

知
書
、
世
帯
全
員
の
前
年
の
収
入

が
わ
か
る
も
の
（
年
金
の
源
泉
徴

収
票
な
ど
）、
健
康
保
険
証
、
預

金
通
帳
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド

を
持
参
し
、
医
療
助
成
課
ま
た
は

市
大
麻
出
張
所
で
申
請
し
て
く
だ

さ
い
。

 

医
療
助
成
課 

高
齢
者
医
療

　
　

 

係 

☎
381-

１
４
０
３

▼ 

減
免
額

　

決
定
し
た
所
得
段
階
保
険
料
か

ら
１
段
階
下
位
の
所
得
段
階
保
険

料
と
の
差
額
を
減
額

・ 

単
身
世
帯
…
１
５
５
万
円

・ 

２
人
世
帯
…
２
１
１
万
円

・ 

３
人
世
帯
…
２
４
６
万
円

以
降
、
世
帯
員
が
１
人
増
え
る
ご

と
に
35
万
円
を
加
算
し
た
額

保
険
上
の
扶
養
親
族
に
な
っ
て
い

な
い

③ 

ほ
か
の
世
帯
に
属
す
る
市
民

税
課
税
者
の
税
法
上
お
よ
び
健
康

金
や
遺
族
年
金
な
ど
の
非
課
税
年

金
も
含
み
ま
す
）

介
護
保
険
料
納
入
通
知

介
護
保
険
料
納
入
通
知

書
を
送
付
し
ま
す

書
を
送
付
し
ま
す

　電話で市役所の職員

をかたり、「還付金が

ある」と言って金融機

関の ATM に誘導する事

例が発生しています。

　還付金の手続きのた

めに、市職員が ATM の

操作をお願いすること

は絶対にありません。

　怪しいと思ったら警

察へ通報するなど、詐

欺被害に遭わないよ

う、十分に注意してく

ださい。

⑤ 

世
帯
全
員
の
預
貯
金
の
合
計

額
が
３
５
０
万
円
以
下

還付金詐欺に
注意！

　訪問介護の夜間、深夜、早朝の割り増し分を助成します。

他の軽減制度などの対象となっている場合は、軽減後の利

用者負担額との差額を助成します。

【対象者】

　65 歳以上で住民税非課税世帯に属している方、もしくは

40 ～ 64 歳で利用者負担の軽減により生活保護の対象となら

ない方（生活保護受給者を除く）

   夜間・深夜・早朝の

【対象サービス】

　夜間（18 時～ 22 時）、深夜（22 時～翌日 6 時）、早朝

（6時～ 8時）の時間帯の訪問介護

【申請方法】

　利用した事業所が発行した領収書と本人名義の預金口座

情報を記載した申請書を提出。（サービス利用から 2 年を経

過した助成は申請できません）

る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

④ 

世
帯
全
員
が
自
己
居
住
用
以

外
の
不
動
産
を
所
有
し
て
い
な
い

訪問介護利用者訪問介護利用者へのへの助成助成

介
護
施
設
・
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の
負
担
軽

介
護
施
設
・
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の
負
担
軽

減
制
度

減
制
度

  介護保険課 介護給付係 ☎ 381-1067

　要介護あるいは要支援と認定された方が、次の①、②を

行う場合、費用の 9割～ 7割が給付されます。　

① 福祉用具の購入（指定された事業所からの購入に限る）

【対象】 ポータブルトイレ、シャワーチェア、浴槽台など

【限度額】 年間 10 万円

② 住宅改修（着工前に事前申請が必要）

【対象】 手すりの取り付け、段差の解消、床材の変更、扉の

　　　 取り替え、和式便器から洋式便器への取り替えなど

【限度額】 同一の住宅で 20 万円

   介護保険における

  介護保険課 介護給付係 ☎ 381-1067　

　一度費用を全額負担し、後日支給されるのが原則ですが、

事業所によっては最初から 1 割～ 3 割の負担で済むところ

もあります。詳しくは、ケアマネジャーまたは介護保険課

へお問い合わせください。

福祉用具福祉用具のの購入購入とと住宅改修住宅改修
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　同じ月に利用した介護保険サービスの利用者負担を合

算（同じ世帯内に複数の利用者がいる場合は世帯合算）

して、利用者負担上限額を超えたときは、申請により超

えた分がサービス利用月の約 2 カ月後

に支給されます。

　サービス利用月から 2 年を過ぎた分

は支給されませんが、領収日によって

支給される場合があります。請求書（明

細書）と領収書を持参してご相談くだ

さい。

※施設サービスを利用した際の食費や居住費、福祉用具

購入費や住宅改修費の利用者負担は対象となりません

【申請方法】

　本人名義の預金通帳と介護保険被保険者証を持参して

申請。一度申請すると、その後は自動的に支給されます。

 介護保険課 介護給付係 ☎ 381-1067

利用者
負担段階

所得の状況
預貯金などの
資産の状況

1
・生活保護受給者

【単身】
1,000 万円以下

【夫婦】
2,000 万円以下

・住民税
非課税世
帯 ※

老齢福祉年金受給者

2
・合計所得金額 +課税年金収入額 + 
非課税年金収入額が 80 万円（80 万
9 千円）以下の方

【単身】
650 万円以下

【夫婦】
1,650 万円以下

3①
・合計所得金額 +課税年金収入額 +
非課税年金収入額が 80万円（80万 9
千円）超 120 万円以下の方

【単身】
550 万円以下

【夫婦】
1,550 万円以下

3②
・合計所得金額 +課税年金収入額 +
非課税年金収入額が 120 万円超の方

【単身】
500 万円以下

【夫婦】
1,500 万円以下

     高額介護サービス費 高額介護サービス費のの支給支給

※世帯分離をしている配偶者も住民税非課税であること

介
護
施
設
・
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の
負
担
軽

介
護
施
設
・
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の
負
担
軽

減
制
度

減
制
度

▼ 

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
利
用
時
の
負
担
額

　

社
会
福
祉
法
人
な
ど
が
提
供
し
て
い
る
介

護
保
険
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
住
民
税
非
課

税
世
帯
の
方
で
、
要
件
を
全
て
満
た
す
方
は

申
請
手
続
き
を
し
、
社
会
福
祉
法
人
等
利
用

者
負
担
軽
減
確
認
証
を
事
業
所
に
提
示
す
る

こ
と
で
、
利
用
者
負
担
額
の
一
部
が
軽
減
さ

れ
ま
す
。

　

た
だ
し
、
食
費
や
居
住
費
（
滞
在
費
）
の

軽
減
を
受
け
ら
れ
る
の
は
、
負
担
限
度
額
認

定
証
を
お
持
ち
の
方
に
限
り
ま
す
。

▼ 
介
護
施
設
サ
ー
ビ
ス
利
用
時
の
食
費
・
居
住
費
（
滞
在
費
）

　

施
設
入
所
ま
た
は
短
期
入
所
（
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
）
し
て

い
る
方
の
食
費
や
居
住
費
（
滞
在
費
）
は
、

対
象
の
要
件
（
所
得
の
状
況
、
預
貯
金
な

ど
資
産
の
状
況
）
に
該
当
す
る
場
合
、
申

請
手
続
き
を
し
、
負
担
限
度
額
認
定
証
を

施
設
に
提
示
す
る
こ
と
で
、
本
人
の
収
入
状

況
な
ど
に
応
じ
て
利
用
者
負
担
額
が
軽
減
さ

れ
ま
す
。

1
年間収入が単身世帯で 150 万円、世帯員が
1人増えるごとに 50 万円を加算した額以下 

2
預貯金などの額が単身世帯で350万円、世帯
員が1人増えるごとに100万円を加算した額以
下

3
日常生活に供する資産以外に活用できる資
産がない

4
負担能力のある親族などに扶養されていな
い

5 介護保険料を滞納していない

▼ 

更
新
が
必
要
で
す

　

７
月
31
日
㈭
が
期
限
の
「
負
担
限
度
額
認

定
証
」「
社
会
福
祉
法
人
等
利
用
者
負
担
軽

減
確
認
証
」
を
お
持
ち
の
方
は
、
期
限
内
に

更
新
の
手
続
き
が
必
要
で
す
。

　

現
在
、
認
定
証
ま
た
は
確
認
証
を
お
持
ち

の
方
に
は
、
６
月
上
旬
ま
で
に
更
新
案
内
を

送
付
す
る
予
定
で
す
。

 

介
護
保
険
課

介
護
保
険
課 

介
護
給
付
係

介
護
給
付
係

☎☎
381381
‐
１
０
６
７

‐
１
０
６
７

介護施設サービス利用時の費用軽減区分

※ 1～ 5の要件を全て満たす方

介護保険サービス負担額軽減の要件

利用者負担段階区分 利用者負担上限額（月額）

・年収約 1,160 万円以上 【世帯】140,100 円

・年収約 770 万円以上約 1,160 万円未満 【世帯】　93,000 円

・年収約 383 万円以上約 770 万円未満 【世帯】　44,400 円

・上記以外の住民税課税世帯 【世帯】　44,400 円

・住民税非課税世帯 【世帯】　24,600 円

・老齢福祉年金の受給者

・合計所得金額および課税年金収入額
 の合計が 80万円（80万 9千円）以下

    【個人】　15,000 円　　

・生活保護受給者

・利用者負担を 15,000 円に減額する 
 ことで、生活保護の受給者とならな 
 い場合

【個人】　15,000 円

【世帯】　15,000 円

※令和 7年 8月から所得の要件が変わります。（）内が令和 7年 8月からの変更分です

※令和 7年 8月から利用者負担段階区分が変わります。
（）内が令和 7年 8月からの変更分です


